
－1－ 

 

                          

 

関西圏域における新型コロナウイルス感染症への対応等について 
 

 

【関西広域連合のおもな対応等】 
 

令和２年 

１月２８日 ・関西（奈良県）で初めて陽性者を確認 

・「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策準備室」を設置 

 

２月２０日 ・（検査の広域連携） 

和歌山県からの要請に伴い、大阪府が１５０検体の検査を受け入れ 

 

３月１０日 ・（医療資器材の広域融通調整） 

       京都市からの要請に伴い、鳥取県からサージカルマスクを１万枚支援 

 

３月１５日 ・第１回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       広域的な医療連携、特措法に基づく要請が必要になった場合に備えた広域調整を検討        

        

３月１９日 ・（国への要望・提案） 

「新型コロナウイルス感染症対策に係る要望」 

       適切な医療実施体制の確保、水際対策の強化などを要望 

 

３月２６日 ・第２回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

感染状況や医療体制等の情報共有、水際対策の強化などを協議 

 

３月２７日 ・（国への要望・提案） 

       「新型コロナウイルス感染症対策に係る要望」 

       水際対策の強化、大胆かつ柔軟な経済対策の実施などを要望 

 

４月 ７日 ・７都府県（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡県）を対象に緊急 

事態宣言が発令（～5/6） 

 

４月 ８日 ・第３回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       新型コロナウイルス制圧に向けた申し合わせを協議 

       「関西・外出しない宣言」を発出 

 

４月１６日 ・全国へ緊急事態宣言が拡大（～5/6） 

 

４月２３日 ・第４回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       「関西・GWも外出しない宣言」を発出 

・（国への要望・提案） 

「新型コロナウイルス感染症対策の更なる推進に向けた提案」 

医療体制の確保、効果的な休業要請のための事業者等への支援などを提案 

 

４月２７日 ・（経済界との連携） 

関西経済連合会等へ医療物資・資器材の増産及び流通拡大を依頼 

会員企業から、増産・流通拡大にとどまらず、多数の物資を受領 

 

５月 ４日 ・緊急事態宣言が５月３１日まで延長 

 

５月１２日 ・（医療資器材の広域融通調整） 

滋賀県及び兵庫県に鳥取県からフェイスシールドを２，４００枚支援 
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５月２１日 ・関西全域で緊急事態宣言解除 

 

５月２５日 ・全都道府県で緊急事態宣言解除 

 

５月２８日 ・第５回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       「関西・新型コロナウイルスを乗り越えよう宣言」を発出 

 

７月 ４日 ・第６回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「新型コロナウイルス感染症を踏まえた関西の元気回復に向けて」等の検討 

 

７月２２日 ・第７回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

第１波における対応の総括、次なる波への取組の方向性などを協議 

「関西・コロナ「次なる波」抑止宣言」を発出 

 

８月２７日 ・第８回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       「新型コロナウイルス感染症を踏まえた関西の元気回復に向けて」の策定 

「関西・クラスター撲滅宣言」を発出 

      ・（国への要望・提案） 

       「国における二類感染症からの見直しについて」 

       国における二類感染症からの見直しの慎重な検討を求めることを提案 

 

９月    ・（経済界との連携） 

関西経済連合会が創設した「関西・新型コロナウイルス医療体制支援基金」を通じ、構成府県 

市の医療体制強化のための寄付を受領 

 

９月２２日 ・第９回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       「関西・イベント時の感染防止宣言」、「コロナ禍でも台風時には避難行動を！」を発出 

 

10月２９日 ・第１０回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       発生状況、検査・医療体制の情報共有等 

 

11月１９日 ・第１１回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       「関西・年末感染防止徹底宣言」を発出 

 

１２月   ・（医療専門人材の広域融通調整） 

大阪府からの要請に伴い、構成府県から１５名の看護師を「大阪コロナ重症センター」 

に派遣、また、構成府県から７名の保健師、薬剤師等を派遣 

 

12月１９日 ・第１２回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       「関西・年末年始緊急宣言」を発出 

 

 

令和３年 

１月 ５日 ・第１３回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

 「関西・府県民緊急行動宣言」を発出 

・（国への要望・提案） 

「新型コロナウイルスの感染拡大を受けた緊急提言」 

       特措法・感染症法の改正などについて提言 

 

１月 ８日 ・４都県（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）対象に緊急事態宣言を発令（～2/7） 

        

１月１４日 ・７府県（栃木県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県）に緊急事態宣言を 

追加発令（～2/7） 
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１月２８日 ・第１４回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

       「関西・みんなでがんばろう宣言」を発出 

 

２月 ２日 ・緊急事態宣言が３月７日まで延長 

 

２月２７日 ・第１５回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・コロナ収束に向けて頑張ろう宣言」を発出 

・（国への要望・提案） 

「新型コロナウイルスワクチン接種に関する提言」  

ワクチン接種の円滑かつ迅速な実施などについて提言 

 

２月２８日 ・６府県（岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県）で緊急事態宣言解除 

 

３月 ５日 ・埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の緊急事態宣言が３月 21日まで延長 

 

３月２１日 ・全都道府県で緊急事態宣言解除 

 

３月２５日 ・第１６回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・年度末年度始め感染拡大防止徹底宣言」を発出 

 

４月 ５日 ・３府県（宮城県、大阪府、兵庫県）を対象にまん延防止等重点措置※が適用（～5/5） 
       （※以下、まん延防止等重点措置については、関西広域連合構成府県において適用されたもののみを記載） 

 

４月１２日 ・３都府県（東京都（～5/11）、京都府、沖縄県（～5/5））を対象にまん延防止等重点措置が適用 

 

４月１９日 ・（医療専門人材派遣等の広域融通調整） 

       大阪府からの要請に伴い、滋賀県が看護師２名を派遣するとともに、重症患者についても県内

の病院１か所で受け入れることを決定 

 

４月２０日 ・（国への要望・提案） 

       「新型コロナウイルスの感染急拡大を受けた緊急提言」 

       緊急事態措置、まん延防止等重点措置の適用を要請した際の迅速な対応、変異株対策、ワクチ

ン接種の一層の推進等に関する提言  

 

４月２２日 ・第１７回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・ＧＷ感染拡大防止徹底宣言」を発出 

 

４月２５日 ・４都府県（東京都、京都府、大阪府、兵庫県）を対象に緊急事態宣言が発令（～5/11） 

 

４月２８日 ・（コロナ患者受入の広域融通調整） 

       兵庫県からの要請に伴い、鳥取県がコロナ患者の受け入れ方針を決定 

 

４月３０日 ・（医療専門人材の広域融通調整） 

       大阪府からの要請に伴い、和歌山県がＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）に所属する医師６名を

大阪医療センター内の入院患者待機ステーションへ派遣することを決定 

 

５月 ３日 ・防衛省が大阪府立国際会議場に大規模接種センターの設置を決定 

 

５月 ７日 ・緊急事態宣言が５月３１日まで延長 

 

５月１２日 ・２県（愛知県、福岡県）を対象に緊急事態宣言が発令（～5/31） 

 

５月１４日 ・（後方支援病床の広域調整） 

       和歌山県がコロナ回復後も予後治療が必要な入院患者について、県内・県外からの転院要請が

あった際に受け入れることを決定 
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５月１６日 ・１道２県（北海道、岡山県、広島県）を対象に緊急事態宣言が発令（～5/31） 

 

５月２３日 ・１県（沖縄県）を対象に緊急事態宣言が発令（～6/20） 

 

５月２４日 ・大阪府立国際会議場の大規模接種センターにおいて高齢者のワクチン接種開始 

 

５月２７日 ・第１８回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・感染阻止徹底宣言」を発出 

 

５月２８日 ・緊急事態宣言が６月２０日まで延長 

 

５月３１日 ・（コロナ患者受入の広域融通調整） 

       和歌山県が医療体制がひっ迫している関西広域連合構成府県（大阪府、兵庫県）からのコロナ

患者（軽症者かつ受け入れ医療機関で対応可能な者）の受け入れを決定 

 

６月 １日 ・（コロナワクチンの共同接種） 

       兵庫県北西部・鳥取県東部の１市６町でワクチンの共同接種体制に関する協定調印 

 

 

６月１１日 ・第１９回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「ワクチン職域接種の取組を進めよう!!～職域接種の開始に向けた緊急メッセージ～」を発出 

・（国への要望・提案） 

「新型コロナワクチン職域接種に関する緊急提言」  

ワクチン職域接種の円滑かつ迅速な実施、多様な実施形態への対応、円滑な接種のための財

源確保、柔軟な接種券の発行手続などについて提言 

 

６月２０日 ・９都道府県（北海道、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、岡山県、広島県、福岡県）

で緊急事態宣言解除 

 

６月２１日 ・７都道府県（北海道、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県）を対象にまん延防

止等重点措置が適用（～7/11） 

 

６月２６日 ・第２０回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・感染リバウンド阻止徹底宣言 ～気を緩めず、関西一丸となって感染収束を！～」 

を発出 

・（国への要望・提案） 

「新型コロナウイルス感染症の喫緊の課題に対する緊急提言」  

東京オリンピック・パラリンピック開催等を踏まえた感染対策の一層の強化・徹底、ワクチ

ン接種の円滑な推進、変異ウイルス・デルタ株への対応の強化、事業者及び自治体への支援

の強化について提言 

 

７月 ８日 ・大阪府のまん延防止等重点措置が８月２２日まで延長 

 

７月１１日 ・京都府、兵庫県のまん延防止等重点措置が解除 

 

７月１２日 ・東京都を対象に緊急事態宣言が発令（～8/22） 

 

７月２９日 ・第２１回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・夏休み感染絶対阻止宣言」を発出 

 

８月    ・関西４府県知事（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県）による府県市民向け緊急共同メッセージ

動画の配信 
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８月 ２日 ・４府県（埼玉県、千葉県、神奈川県、大阪府）を対象に緊急事態宣言が発令（～8/31） 

・５道府県（北海道、石川県、京都府、兵庫県、福岡県）を対象にまん延防止等重点措置が適 

用 （～8/31） 

 

８月 ８日 ・８県（福島県、茨城県、栃木県、群馬県、静岡県、愛知県、滋賀県、熊本県）を対象にまん延

防止等重点措置が適用（～8/31） 

 

８月１７日 ・福島県、愛知県、滋賀県、熊本県のまん延防止等重点措置が９月１２日まで延長 

 

 

８月２０日 ・７府県（茨城県、栃木県、群馬県、静岡県、京都府、兵庫県、福岡県）を対象に緊急事態宣言

が発令（～9/12） 

 

８月２６日 ・第２２回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西コロナ緊急事態！感染対策徹底宣言」を発出 

「コロナ禍でも災害時には早めの避難行動を！」を発出 

 

８月２７日 ・８道県（北海道、宮城県、岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県、岡山県、広島県）を対象に緊急

事態宣言が発令（～9/12） 

 

９月 ９日 ・緊急事態宣言が９月３０日まで延長 

 

９月２３日 ・第２３回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・第５波収束徹底宣言！ ～大切な人のために責任ある行動を～」を発出 

・（国への要望・提案） 

「第５波収束を見据えた実効性ある対策に関する緊急提言」  

出口戦略の具体化への対応、ワクチン接種の促進に向けた対応、感染者の重症化防止への対

応、感染拡大に備えた措置の強化、コロナ対策を一元的に担う組織の創設検討、必要な財源

の確保、今後の感染拡大局面に向けた分析・検証について提言 

 

９月３０日 ・緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置が解除  

 

10月 ９日 ・（仁坂連合長と岸田内閣総理大臣との面談） 

        第６波に備えるため、第５波までのコロナの経過・原因等に関する地域の知見を集め分析・

検証した内容を説明するとともに緊急提言を仁坂連合長から岸田内閣総理大臣に手交 

「これまでのコロナ対策の反省と改善すべき対策 ～第６波を見据えて～」 

「第５波収束を見据えた実効性ある対策に関する緊急提言」（更新版）  

 

10月２８日 ・第２４回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・感染再拡大警戒宣言」を発出 

 

11月１８日 ・第２５回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

関西の府県市民に対する周知・啓発のため「感染再拡大警戒宣言」チラシを作成 

 

11月２１日 ・（国への要望・提案） 

「新型コロナワクチン追加接種及びワクチン・検査パッケージに関する緊急提言」  

追加接種の接種間隔、ワクチン供給、職域接種及びワクチン・検査パッケージについて提言 

 

12月１９日 ・第２６回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・年末年始感染警戒宣言」を発出 

 

12月２２日 ・（構成団体、市町村への協力要請） 

第６波に備えた「追加接種」の前倒しの推進への協力要請文の発出 
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令和４年 

１月２７日 ・１８道府県（北海道、青森県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、石川県、長野県、静岡県、 

京都府、大阪府、兵庫県、島根県、岡山県、福岡県、佐賀県、大分県、鹿児島県）を対象に 

まん延防止等重点措置が適用（～2/20） 

・第２７回「関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を開催 

「関西・第６波拡大阻止徹底宣言」を発出 
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各府県の対処方針に基づく主な措置内容（１月 27 日時点） 
 

 

区分 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 徳島県 

外出自粛 

・まん延防止等重点措置
区域への不要不急の移
動は控える 

・混雑した場所や感染リ
スクが高い場所への外
出は控える 

・混雑した場所や感染リ
スクが高い場所への外
出・移動を自粛すること 

・不要不急の都道府県間
の移動は極力控える 

・混雑した場所や感染リ
スクが高い場所への外
出・移動を自粛すること 

・営業時間短縮を要請し
た時間以降、飲食店に
みだりに出入りしない
こと 

・外出時には混雑している
場所や時間を避けて
少人数での行動を要請 

・店舗の店先・路上・公園
等での飲酒など、感染リ
スクが高い行動の自粛 

・感染が拡大している地
域への不要不急の往来
は極力控える 

・感染拡大の恐れがある
場合、混雑した場所への
外出を極力控える 

・不要不急の外出を控える 
・まん延防止等重点措置区
域への不要不急の外出は
控える 

・不要不急の帰省や旅行、
仕事、研修など、県境
をまたぐ移動は控える 

・特に、まん延防止等重点
措置区域や感染拡大地
域との間での、不要不急
の往来は控える 

・都道府県をまたぐ移動
の際は、「無料の一般検
査」の積極的な活用
を！ 

イベントの 
開催制限 

・国の基準に準ずる 

・国の基準に準ずる 
・県や市町村主催イベン
トについては、県と
市町村が協議して対処 

・国の基準に準ずる 
・国の基準に準ずる 
・ガイドラインを遵守し
て感染防止対策を徹底 

 
・同左 
・同左 
 
 

施
設
の
使
用
制
限 

飲食店 等 

・業種別ガイドラインの
遵守を徹底した上で、
感染予防対策を十分
に実施 

・会食はいつも一緒にい
る人と認証店舗でマ
スク会食・同一テーブ
ル４人以内・２時間ま
でを目安とするなど
感染リスクを下げる
工夫を実施 

[第三者認証店舗] 
・同一テーブル４人以 
 内を要請 
・営業時間短縮(21時まで) 
・酒類提供20時30分まで 
ただし、以下の対応も可 

・営業時間短縮(20時まで) 
・酒類提供は行わない 
 
 
 
[認証店舗以外] 
・同一グループ･同一テー
ブル４人以内要請(５人
以上不可) 

・営業時間短縮(20時まで) 
・酒類提供は行わない 
 
［全ての店舗］ 
・２時間程度以内の利用
を要請 

・感染防止対策のための
業種別ガイドライン等
の遵守を要請 

[第三者認証店舗] 
・同一テーブル４人以内
を要請 

・①または② 
① 
・営業時間短縮(21時まで) 
・酒類提供20時30分まで 
② 
・営業時間短縮(20時まで) 
・酒類提供自粛 
  
[認証店舗以外] 
・同一グループ･同一テー
ブル４人以内要請(５人
以上不可) 

・営業時間短縮(20時まで) 
・酒類提供自粛 
 
［全ての店舗］ 
・２時間程度以内の利用
を要請 

・カラオケ施設を利用す
る場合は、利用者の密を
避ける、換気の確保等、
感染対策の徹底 

[第三者認証店舗] 
・同一テーブル４人以内を

要請 
・①または② 
① 
・営業時間短縮(21時まで) 
・酒類提供20時30分まで 
② 
・営業時間短縮(20時まで) 
・酒類提供自粛 
 
[認証店舗以外] 
・同一グループ４人以内を

要請 
 
・営業時間短縮(20時まで) 
・酒類提供禁止 
 
［全ての店舗］ 
・２時間程度以内の利用を

要請 
・カラオケ施設を利用する

場合は、利用者の密を避
ける、換気の確保等、感
染対策の徹底 

・換気・マスク着用・飛沫
防止措置をお願い 

・第三者認証制度の推進 
・業種別ガイドラインを
遵守 

・各事業所で感染拡大予防
ガイドラインを遵守 

・飲食・カラオケは気をつ
けて、換気にも注意 

・イベントや催物を行う場
合は気をつけて 

・業種別ガイドラインの
遵守を徹底した上で、感
染予防対策を十分に実
施 

・第三者認証制度の推進 

・業種別ガイドラインの
遵守を徹底した上で、
感染予防対策を十分に
実施 

・従業員への抗原定性検
査を実施 

・とくしまコロナお知ら
せシステムの活用 

 

飲食店以外 
の施設 
・商業施設 
・サービス業 

     等 

・大規模集客施設（床面積
1，000 ㎡超）は、人数管
理、人数制限、誘導等の
入場者の整理等の実施
を要請 

・感染防止対策の徹底 

・入場者の整理等、マスク
着用の周知、アクリル板
設置又は利用者の適切
な距離の確保等の感染
防止対策の徹底 

・入場者の整理、入場者へ
のマスク着用の周知、飛
沫防止措置等の感染対策
の実施を要請 

・公立施設は県と市町村
が協議して実施 

・商業施設の自己認証制
度の創設 

・業種別ガイドラインを
遵守 

・業種別ガイドラインの
遵守を徹底した上で、
感染予防対策を十分に
実施 

学校、大学等 

[県立学校] 
・部活動は県内の学校と

の対外試合・合同 
練習・発表会は可 

・まん延防止等重点措置
の対象区域に属する
学校との練習試合、合
同練習等は不可 

・合宿や泊を伴う活動は
不可 

・公式大会への参加は可 

・小・中・高等学校等にお
いては、地域の感染拡大
の状況を踏まえ、臨時休
校や学級閉鎖等による
必要な対応を速やかに
実施 

［大学等］ 
・発熱等の症状がある学
生は、登校や活動参加を
控えるよう、周知徹底 

・部活動や課外活動にお
ける感染リスクの高い
活動（合宿等）や前後の
会食の自粛 

・感染リスクの高い、自
宅・友人宅での飲み会や
多人数が集まる会食の
自粛 

［大学等］ 
・対面授業の実施の際は、

感染防止対策の徹底 
・オンライン授業の活用検討 
［小・中・高等学校］ 
・感染防止対策の徹底(不

織布マスク着用を強く奨
励など) 

・県外での活動は、不可(計
画済の行事は、感染防止
対策を徹底) 

・部活動は、公式試合関連
を除き、県外での活動不可 

・感染防止対策を要請（特
に部活動、学校行事、昼
食時に留意） 

・学校・教育現場での感染
予防対策の徹底 

・部活動は、県内外の学校
との練習試合・合同練習
は禁止。全国大会・近畿
大会につながらない大会
等は延期・中止 

・校内では感染予防対策
を十分に講じた上で活動。 
移動・更衣・飲食等の部活 
動に附随する場面も注意 

・家族に発熱等の症状が
あれば、厳に登校しないこと 

・分散登校、オンライン授
業等について実施 

・学校行事について中止
又は延期 

・部活動について活動時
間の短縮及び県内外の
練習試合を中止、活動日
を制限（土日不可） 

 

・学校・教育現場での感染
予防対策の徹底 

・部活動は感染対策を徹
底し、合宿は必要性を
慎重に判断 

・県外の講師招聘は、必要
な場合のみ可能とし、
オンラインでの指導等
を活用 

・修学旅行等は、当該地域
の感染状況等を十分に
確認し慎重に判断 

事業所等 

・テレワーク、時差出勤
の推進 

・多数の職員が濃厚接触
者、陽性者となった場
合の業務継続方法に
ついても確認 

・在宅勤務(テレワーク)、
時差出勤、自転車通勤
等、人との接触を低減す
る取組の推進 

・事業継続計画の点検も
しくは業務の点検 

・テレワーク、時差出勤、
自転車通勤等、人との接
触を低減する取組みを
進めること 

・国民生活等の安定確保
に不可欠な業務を行う
事業者等は、事業継続計
画の点検を行い、必要な
業務を継続すること 

・在宅勤務(テレワーク)取
組の要請 

・感染防止取組の徹底及び
事業継続取組の要請 

・業種別ガイドライン等の
実践 

・重症化リスクのある労働
者等への就業上の配慮 

・在宅勤務の活用、残業抑
制、時差出勤等の推進 

・事業継続計画の再点検及
び早期策定の推進 

・在宅勤務を積極的に活用 

・事業継続計画の再点検
及び早期策定の推進 

・テレワークや時差出勤・
交代勤務の促進 

・事業継続計画の再点検 
・ローテーション勤務や
時差出勤、テレワーク、
オンライン会議を活用
し、人と人との接触機
会の低減の推進 

別添 1-2 
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